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平成 27 年 5 月期及び平成 27年 11 月期の運用状況の予想に関するお知らせ 

 

 

平成 27 年 5 月期（第 27 期：平成 26 年 12 月 1 日～平成 27 年 5 月 31 日）及び平成 27 年 11 月期（第 28

期：平成 27 年 6月 1日～平成 27 年 11 月 30 日）における平和不動産リート投資法人（以下「本投資法人」

といいます。）の運用状況の見通し（予想数値）については、下記の通りです。 

 

記 

 

１．平成 27 年 5月期（第 27 期）及び平成 27 年 11 月期（第 28 期）の運用状況の予想 

 営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益 
1 口当たり 

分配金 

平成 27 年 5月期 

（第 27 期） 
5,394 百万円 2,295 百万円 1,651 百万円 1,650 百万円 1,735 円 

平成 27 年 11 月期 

（第 28 期） 
5,391 百万円 2,266 百万円 1,618 百万円 1,618 百万円 1,701 円 

 

（前期実績） 

平成 26 年 5月期 

（第 25 期） 
5,059 百万円 2,168 百万円 1,445 百万円 1,444 百万円 1,670 円 

  

なお、平成 26 年 7月 16 日付公表の平成 26 年 11 月期（第 26 期）の運用状況の予想については、修正

はありません。 

 

【参考】 

   平成 27 年  5 月期：予想期末発行済投資口数 951,147 口 １口当たり予想当期純利益 1,735 円 

   平成 27 年 11 月期：予想期末発行済投資口数 951,147 口 １口当たり予想当期純利益 1,701 円 

 

【注記】 
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１．上記数値は、別紙「平成 27 年 5 月期（第 27 期）及び平成 27 年 11 月期（第 28 期）の運用状況の予想の主な前提条件」記載の

前提条件を元に算出した現時点における予想数値であり、実際の営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益、1 口当たり分配

金は変動する可能性があります。また、上記予想数値は、分配金の額を保証するものではありません。 

２．上記予想と一定以上の乖離が見込まれる場合は、予想の修正を行うことがあります。 

３．本投資法人は本書の日付現在、92 物件の不動産及び不動産信託受益権並びに不動産を信託する信託の受益権を運用資産とする匿

名組合出資持分を保有しており、加えて、別紙「平成 27 年 5 月期（第 27 期）及び平成 27 年 11 月期（第 28 期）の運用状況の

予想の主な前提条件」に記載の通り、平成 27 年 5 月末日（第 27 期末）までに 4 物件の不動産信託受益権を取得する予定です。

また、台和上野ビル及び麹町ＨＦビルを運用資産とする匿名組合出資持分については、本投資法人の取得予定資産の取得に伴い

匿名組合が運用を終了する予定であることから、平成 27 年 5月期（第 27 期）に出資持分に応じた期間利益分配及び出資金の返

還を受ける予定です。 

４．金額は記載未満の桁数を切り捨てにより表示しています。 

 

 

 

以 上 

 

 

＊ 資料の配布先 ： 兜倶楽部、国土交通記者会、国土交通省建設専門紙記者会 

＊ 本投資法人のホームページアドレス ： http://www.heiwa-re.co.jp/ 
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【ご参考】平成 27 年 5月期（第 27 期）及び平成 27 年 11 月期（第 28 期）の運用状況の予想の主な前提条件 

 

項目 前提条件 

計算期間 
平成 27 年  5 月期（第 27 期）：平成 26 年 12 月 1 日～平成 27 年  5 月 31 日（182 日） 

平成 27 年 11 月期（第 28 期）：平成 27 年  6 月１日～平成 27 年 11 月 30 日（183 日） 

運用資産 

・本投資法人が本書の日付現在保有している 92 物件の不動産及び不動産信託受益権並びに不

動産を信託する信託の受益権を運用資産とする匿名組合出資持分（以下「取得済資産」とい

います。）に加え、平成 27 年 5 月期末までに以下の 4物件を取得する予定です。 

・取得予定資産である、台和上野ビル、麹町ＨＦビル、ＨＦ九段南ビルディング及びＨＦ仙台

レジデンスＥＡＳＴの 4物件を平成 26年 12月 4日にそれぞれ取得することを前提としてい

ます（以下、これら 4 物件を総称して「取得予定資産」といいます。）。なお、「ＨＦ仙台レ

ジデンスＥＡＳＴ」の平成 26 年 11 月 7日現在の名称は「アジリア仙台イースト」ですが、

本投資法人による取得後「ＨＦ仙台レジデンスＥＡＳＴ」に変更する予定であるため、本書

においては変更後の名称を記載しています。また、台和上野ビル及び麹町ＨＦビルを運用資

産とする匿名組合出資持分については、本投資法人の取得予定資産の取得に伴い匿名組合が

運用を終了する予定であることから、平成 27 年 5月期（第 27 期）に出資持分に応じた期間

利益分配及び出資金の返還を受ける予定です。 

・運用状況の予想にあたっては、取得予定資産を上記日付に取得したものとみなし、平成 27

年 11 月期（第 28 期）の末日までこれら以外の運用資産の異動（新規物件の取得、既存物件

の売却等）がないことを前提としています。 

・実際には運用資産の異動により変動する可能性があります。 

投資口数 

・本書の日付現在の発行済投資口は 881,447 口です。それに加えて、平成 26 年 11 月 7日開催

の役員会で決定した募集による新投資口発行（以下「本新投資口発行」といいます。）のう

ち、一般募集による投資口の発行 66,400 口及び第三者割当による投資口の発行（以下「本

第三者割当」といいます。）の上限である 3,300 口の合計 69,700 口が全て発行されることを

前提としています。本新投資口発行の詳細については、平成 26 年 11 月 7日公表の「新投資

口発行及び投資口売出しに関するお知らせ」をご参照下さい。 

・上記の他、平成 27 年 11 月期（第 28 期）の末日まで投資口の発行がないことを前提として

います。 

・1口当たり当期純利益及び分配金は本新投資口発行及び本第三者割当による投資口数を含む

951,147 口を各期末の発行済投資口数として算出しています。 

営業収益 

・営業収益は、上記運用資産を前提として算出しています。 

・営業収益については、取得済資産の過去の実績値を基準とし、現在受領している解約予告の

状況及び現状の市場環境等を考慮して算出しています。 
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営業費用 

・営業費用は、上記運用資産を前提として算出しています。 

・主な営業費用の前提は、以下の通りです。 

【平成 27 年 5月期（第 27 期）】 

公租公課（固定資産税及び都市計画税等）   360 百万円 

修繕費                                  187 百万円 

管理委託費                              562 百万円 

減価償却費                              899 百万円 

【平成 27 年 11 月期（第 28 期）】 

公租公課（固定資産税及び都市計画税等）   391 百万円 

修繕費                                  164 百万円 

管理委託費                              545 百万円 

減価償却費                              906 百万円 

・保有している物件に係る固定資産税及び都市計画税等については、賦課決定された税額のう

ち当該計算期間に対応する額を賃貸事業費用として費用処理する方法を採用しています。な

お、一般に不動産等の売買にあたり、固定資産税及び都市計画税等については前所有者と期

間按分による計算を行い、取得時に精算しますが、当該精算金相当分は取得原価に算入され

るため、費用として計上されません。不動産等の取得原価に算入することを見込んでいる固

定資産税及び都市計画税等精算金相当額は、5百万円を見込んでいます。 

・修繕費は、各物件の修繕計画に基づき、当期に必要と想定される経常修繕の金額を費用とし

て計上しています。 

・予想し難い要因により緊急的に費用が発生する可能性があることから、営業費用は予想金額

と大きく異なる可能性があります。 

営業外費用 

・支払利息及び融資関連費用として平成 27 年 5月期（第 27 期）において 627 百万円を、平成

27 年 11 月期（第 28 期）において 634 百万円を見込んでいます。また、本新投資口発行及

び平成 26 年 11 月 7日付「新投資口発行及び投資口売出しに関するお知らせ」において公表

した投資口の売出しにかかる費用として平成 27 年 5月期（第 27 期）において 5百万円を、

平成 27 年 11 月期（第 28 期）において 5百万円を見込んでいます。 

有利子負債 

・本日現在、本投資法人の有利子負債残高は 69,011 百万円です。 

・平成 26 年 12 月に取得予定資産の取得資金等の一部として新たに 3,700 百万円を借り入れ、

平成 27 年 5月期（第 27 期）の末日時点で 72,711 百万円、平成 27 年 11 月期（第 28 期）の

末日時点で 72,711 百万円の有利子負債残高となる前提で算出しています。 

・平成 27 年 5 月及び平成 27 年 10 月に返済期限が到来する借入金については、全額借換えを

行うことを前提にしています。 

1 口当たり分配金 

・1口当たり分配金は、規約に定める金銭の分配の方針を前提として算出しています。 

・運用資産の異動、テナントの異動等に伴う賃料収入の変動又は予期せぬ修繕の発生等を含む

種々の要因により、1口当たり分配金は変動する可能性があります。 

・平成 27 年 5月期（第 25 期）の分配金については、予想される当期純利益 1,650 百万円を充

当し、総額 1,650 百万円を分配（1口当たり分配金 1,735 円）することを前提としています。 

・平成 27 年 11 月期（第 28 期）の分配金については、予想される当期純利益 1,618 百万円を

充当し、総額 1,618 百万円を分配（1口当たり分配金 1,701 円）すること前提としています。 

1 口当たり 

利益超過分配金 
・利益超過の分配については、現時点で行う予定はありません。 

その他 

法令、税制、会計基準、株式会社東京証券取引所の規則、一般社団法人投資信託協会の規則

等において、上記の予想数値に影響を与える改正が行われないことを前提としています。 

・一般的な経済動向及び不動産市況等に不測の重大な変化が生じないことを前提としていま

す。 

 


